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大手製造会社にて総務・人事・経理、経営企画、事業開発、法人営業、業務
設計コンサルタントを経験して現職。人事制度改革や人材育成推進など人材
マネジメントを専門領域とする。近年は、人的資本経営の推進、ビジネスに
貢献するHRやダイバーシティの推進など、より経営や事業に貢献する人材
マネジメントにも注力。支援業界は、製造業を中心に、商社、金融、サービ
ス、印刷、IT、独立行政法人など多岐にわたっている。
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株式会社日本能率協会コンサルティング（JMAC）は、日経平均株価の採用銘柄225社の2024年決
算の有価証券報告書における人的資本情報の開示状況について調査した（以降、今回調査）。
人的資本情報の開示の義務化については、2023年3月31日以降に終了する事業年度にかかる有価証
券報告書から適用されている（図表1）。

昨年度、2023年3月31日以降に終了する事業年度にかかる有価証券報告書についてもJMACは同様
の調査を行った（以降、前回調査）。

人的資本情報の開示が義務化されて初めてということもあり、各社どの程度まで開示するか手探り
のような印象を受けた。今年で開示が2回目となる企業においては、その傾向がどのようなもので
あったかを有価証券報告書における「従業員の状況」の3指標の観点と、「サステナビリティに関
する考え方及び取組」における人的資本に関する情報の観点から調査した。

出所：金融庁「サステナビリティ情報の記載欄の新設等の改正について」（「サステナビリティ情報の記載欄
の新設等の改正について」
（https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sustainability01.pdf のP.6）
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図表1 ※上図の赤枠項目の人的資本情報の開示が義務化された。



調査結果サマリ

 「女性管理職比率」「男性の育児休業取得率」は前回調査よりも上昇。一方で、「男女
の賃金差異」はほぼ変わらない。

 「人材育成方針」「社内環境整備方針」および「測定可能な指標（インプット/アウトカ
ム）目標及び進捗状況」は前回調査よりも開示度が質・量の面で上がっている。ただし、
業種・各個社において改善余地がまだまだ残っている。

 有価証券報告書における今後の人的資本情報の開示においては、①体系的で分かりやす
い情報開示、②実施状況および目標達成状況の検証・考察、③人的資本を起点として”
真”の人的資本経営の推進、が求められる。

「従業員の状況」の３指標の観点

「従業員の状況」で開示されている「女性管理職比率」「男性育休取得率」「男女間賃金格差」の
数値を業種別に集計した（図表2）。
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図表2
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「サステナビリティに関する考え方及び取組」においては、「人材育成方針」「社内環境整備方
針」および「測定可能な指標（インプット/アウトカム）目標及び進捗状況」の情報開示が求めら
れている。JMACでは、それらの人的資本に関する情報を以下の項目から５段階で評価し、その傾
向を把握した。

＜評価する項目と内容＞
1.方針の明確性・・・人的資本に関する方針

（主に人事戦略および人材育成方針、社内環境整備方針）が充実しているか、
経営・事業戦略との連動性がどれだけあるかを評価）

2.施策の具体性・・・方針を実行する施策について、具体性があるかどうかを評価
（量と質の両面で評価）

3.目標の数・・・活動の目標として設定されている数を評価

4.指標の独自性・・・設定されている指標がどれだけ自社独自なものであるかを評価

上記の項目における225社の評価の平均点および前回調査との比較（対前回比）は図表３の通り
となった。

3つの指標の中で「女性管理職比率」が業種によって大きく異なる。空運（N=2）、小売業
（N=8）、銀行（N=6）、その他金融（N=3）の業種では、女性管理職比率は20％を超えている。
一方で、鉄鋼（N=2）や非鉄・金属（N=8）、機械（N=16）、ゴム（N=2）の業種では、同比
率は2～3％台となっている。女性労働者の比率が業種によって異なることが影響しているだろう。
なお指標が掲載された企業（N=201）の平均は9.9％となっている。昨年度の同平均は8.1%（N＝
171）となっており、前回よりも1.8ポイント上昇している。日本政府は企業の女性管理職比率を
2030年までに30%以上にする目標を掲げており、女性管理職比率を上げていくには業種特性に応
じた施策を検討、実行することが求められるだろう。

「男性の育児休暇取得率」の掲載企業の平均は79.8％（N=194）となり、「男女の賃金差異」
の掲載企業の平均は69.7％（N=197）となった※2。前回調査の「男性の育児休暇取得率」の同
平均は66.6％（N＝172）、「男女の賃金差異」の同平均は69.3％（N＝172）であった。「男性
の育児休暇取得率」は前回調査より10ポイント以上上昇しており、各企業の努力が見られる。
「男女の賃金差異」はほぼ変わらない結果となった。賃金差異の解消には賃金制度の改定が必要
であり時間がかかるため、すぐには目指す水準には到達することは難しいことが考えられる。

※2: 「男女の賃金差異」については正社員のみ集計。また正社員の中で総合職と一般職が分かれている場合は総合職のみを集計。

「サステナビリティに関する考え方及び取組」における
人的資本に関する情報の観点
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集計社数が前回調査と今回調査で異なるため、参考の数値となるものの、全体の平均では前回調査
よりも0.17点上昇している。やはり2回目の開示となった今回調査は、前回調査の開示状況から各
社が人的資本情報の量・質を上げてきていると捉えられる。ただし、「3.指標の独自性」において
は前回と平均の評価点が変わっていない（他の指標は0.2点程上昇）。指標の独自性の点数を上げ
ていくことは他の指標よりも比較的難しいと考えられる。
それぞれの項目についての状況をもう少し見ていく。

1.方針の明確性
方針については、自社がどのような人事戦略をとるのか、その中で人材育成をどのように行ってい
くのか、社内環境をどのように整備していくのかが開示される。前回調査では、経営・事業戦略と
の連動性よりも、自社の理念や価値観に基づいた人事戦略を表現している記述が多かったが、今回
調査では経営・事業戦略との連動性を具体的に表現している企業が前回調査より見られた。経営・
事業戦略との連動性はその重要性が叫ばれるものの、各社が課題としている状況の中で、今回調査
では図示を用いて開示をするなどして工夫が見られた。ただし、全体としてはまだまだ経営・人事
戦略と連動している方針を明確に表現している企業の方が少ない状況である。
また人材育成方針や社内整備方針については、人事戦略とのつながりが分かりやすく示した企業が
前回よりも見られた。ただ、こちらも人事戦略と同様に、多数派とは言えない。
経営・事業戦略との連動については、もっと多くの企業で明確にした開示が実現すると、人事戦略
と人事施策全体の整合性が高まり、人事戦略の実現の効果性が高まるであろう。

2.施策の具体性
前回調査では、方針を掲げるもののその施策については「～を目指す」という方向性を示すまでの
記述が散見された。また施策の内容については、働き方改革の活動や女性活躍推進などそれまで
行ってきた活動を記述する企業が多かった。まだその傾向は見られるものの、DX人材の確保やエ
ンゲージメント向上のための施策、タレントマネジメントの推進、健康経営の推進など、具体的に
施策を開示する企業が前回調査よりも見られた。また、方針と同様に、「3つの柱」や「戦略・施
策の全体像」など、図示やチャートを使って開示する企業が増えた。より具体性を持たせて開示す
る意識が見られる。一方で、最低限の内容を記載している企業も依然としてみられており、施策の
具体性においては各社間でのばらつきが比較的見られる結果となった。

図表3

4



図表4

目標の全体の平均個数は5.7個（N=225）と、前回調査（N=163）よりも0.6点上昇した。特に10
個以上の割合が8ポイント以上上昇しており、目標値を多く設定する企業が増えた。一方で、前
回調査よりは減少したものの、1割程の企業がまだ目標値を設定していない。指標は設定しても
目標値として掲げていないケースが見られる。3月31日決算企業は来年度の開示で3回目となるこ
ともあり、1つ以上の目標値を設定する企業の割合が多くなるだろう。
目標値設定の全体としては3～6個を設定している企業が約42％と一番多い。また各社４つ程の目
標値を設定している傾向は前回調査と変わらない。
なお、目標値の設定期間については2030年まで記載している企業や翌年度まで記載している企業
などがあり、目標値をどの年度に設定するかも各社、その考えが分かれている状況である。

4.指標の独自性
指標の独自性については、指標そのものに独自性を持たせている企業は前回調査と大きく変わら
ない印象である。
ただし、前回調査よりも増えた独自性としては、指標を細分化する傾向だ。例えば、DX人材の
確保という指標そのものの独自性は薄れているが、各企業がDX人材をもう少し具体的なレベル
で設定して、指標化・目標値化しているケースが見られた。また、目標値を達成するために中間
KPIを設定し、その指標に独自性が見られる例も見られた。指標自体を“奇をてらった”ものにす
る検討よりは、目標値をどのように達成していくかのプロセスを具体的にすることの方が、目標
の実現可能性が高まる意味で良い傾向であると考える。

以上、4つの観点から見てきたが、その他言及する点としては、細かい人事施策や目標値など情
報が多岐にわたるため、「詳細は統合報告書に記載」として、統合報告書等のURLを表示する企
業が前回調査より増えたことである。人的資本情報を開示する媒体は有価証券報告書だけでなく、
ホームページや統合報告書、人的資本レポートなどがあり、各企業が独自に多くの情報を発信で
きる。有価証券報告書で開示する情報と統合報告書や人的資本レポートなどで開示する情報のす
みわけが今後、より出てくるであろう。

3.目標の数
目標の数においては、以下の評価尺度で評価した。その結果は図表４の通りである。
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有価証券報告書における今後の人的資本情報の開示の
方向性（提言）

3月31日決算の企業においては、義務化された人的資本情報開示を2回行ったことになる。前回調査
から今回調査の変化も踏まえて、今後の有価証券報告書における人事的資本情報の開示について、
以下の3点が重要になると考える。

お問い合わせ先：
株式会社日本能率協会コンサルティング
ビジネスイノベーション本部

お問い合わせフォーム：https://dlabo.jmac.co.jp/inquiry
お問い合わせ番号 ：03-4531-4307 お問い合わせフォーム

１．体系的で分かりやすい情報開示
先に見た通り、人的資本情報の開示においては有価証券報告書だけでなくホームページや統
合報告書、人的資本レポートなど複数の発信媒体がある。その中で有価証券報告書において
は、投資家やアナリストがその企業の人的資本への投資状況や人事施策の実施状況が分かり
やすく示していくことが求められるだろう。その際は各社の情報が分かるように比較可能性
と独自性の両面を意識し、指標および目標の設定根拠や人事戦略の全体観を体系的に分かり
やすく示すことが重要になる。

２．実施状況および目標達成状況の検証・考察
3月31日決算企業は2回の開示を経て、既に施策の実行段階に入っていると捉えられるため、
今後はステークホルダーから計画を実施した後の検証や考察が求められる。人的情報を開示
することによってステークホルダーと対話して課題を抽出し対策につなげること、また人的
資本方針に沿った人事施策の実施状況や目標の達成度状況を検証して方針の実行や目標値と
のギャップについて考察して課題を抽出することが重要になる。特に、“言っていること”と
“やっていること”が異ならないように、実際の各職場で何が起こっているかを把握し対策を講
じることは、人事的資本経営の推進においては欠かせない。

３．人的資本を起点とした“真”の人的資本経営の推進
2.の検証・考察を踏まえて、次なる課題解決へのアプローチや人事戦略・人事施策、指標およ
び目標値のブラッシュアップを図ることが求められる。企業全体のビジョンや経営・事業戦
略の変化、中期経営計画のローリングに合わせて人事戦略および人事施策もブラッシュアッ
プが必要だ。その際は自社の人的資本をベースに経営・事業戦略をつくっていく発想が重要
になる。経営資源の中で最も重要な人的資本をベースとした経営・事業戦略を立案すること
は、経営・事業戦略と人事戦略の連動性が“一体性”に変わり、“真”の人的資本経営の推進が実
現すると考える。

https://dlabo.jmac.co.jp/inquiry
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お問い合わせ先：
株式会社日本能率協会コンサルティング
ビジネスイノベーション本部

お問い合わせフォーム：https://dlabo.jmac.co.jp/inquiry
お問い合わせ番号 ：03-4531-4307 お問い合わせフォーム

Date:2024/10/22

https://dlabo.jmac.co.jp/inquiry
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